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 2007 年における ESC の普及率は約 4.7％であり、普及率がゼロ％であったと仮定した場合と比較し
て、16人の死者、91人の重傷者、523人の軽傷者を低減していたと推計された。そのことによる便益
は約 101億円、ESC装備にかかる総費用は約 44億円であり、費用便益比は 2.3であると推計された。 
 2014 年からの ESC 標準装備を完全義務化した場合は、義務化しない場合と比較して、2011 年から
2014年の 4年間で、64人の死者、519人の重傷者、2,981人の軽傷者を低減できる可能性がある。義務
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 交通事故による死傷者数は、減少傾向にあるとはいえ、2007 年の死者数が 5,744 人、負傷者数が約
103万人に上っている。内閣府の「交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査研究報告書」によ
ると、2004年度における交通事故による損失額は、約 6兆 7,500億円（GDP比で約 1.4％）と推計され
ている。交通事故による社会的損失は甚大であり、交通安全対策は依然として重要な課題である。 
 2006年に策定された第８次交通安全基本計画では、2010年までに１年間の交通事故死傷者数を 100





自動車横滑り防止装置（Electronic Stability Control、以下 ESC）4は、知能化自動車安全システム（IVSS：


















                                                          
4 メーカーによって呼称は異なるが、本稿では ESCと表記する。各メーカーの呼称については、ESC
普及委員会の webページ（http://www.esc-jpromo-activesafety.com/index.html）を参照されたい。 
























Aga and Okada (2003) は、トヨタが発売している３種類の乗用車を対象として、ESC（トヨタでの呼






Ohono and Shimura (2005) は、Aga and Okada (2003) と同様の方法で、モデルチェンジによって ESC
が標準装備される前後の交通事故率が判別可能な 10車種について分析している。1992年から 2003年
までに発生した、飲酒・居眠り運転等を除く第１当事者6の車両単独事故および正面衝突事故を抽出し
                                                                                                                                                                                     
5 ESC普及委員会の webページによる。 
6 第１当事者とは、当該交通事故に関係した者のうち過失が最も重い者をいい、過失の程度が同程度







NHTSA (2007) は、アメリカにおける ESC標準装備の義務化の費用便益分析を行っている。義務化
しない場合の趨勢ケースと義務化したケースを比較して、義務化によって約 56億ドルから 114億ドル
の純便益が発生すると推計している。費用便益比では 8.4から 20.9に相当する7。 
Baum and Grawenhoff (2007) は、欧州における ESCの効果について分析している。2003年において、
EU25 カ国のすべての自動車に ESC が装備されていたと仮定した場合と実際の事故の発生状況とを比
較し、交通事故の減少による便益と ESCの装備費用について費用便益分析を行っている。推計結果に
よると、ESCを装備することによる純便益は 69億ユーロ、費用便益比は 3.5になる。物的損失を考慮




を用いることが一般的である。日本では、交通事故発生から 24 時間経過後 30 日以内に死亡した場合
は「30日死者」と呼ばれる。それに対応して、24時間以内に死亡した者を特に「24時間死者」という
場合がある。「30 日以内死者数」は、24 時間死者数と 30 日死者数の合計である。警察庁（2008）か






 第２章で紹介した Aga and Okada (2003) や Ohono and Shimura (2005) を参考に、ESCが特に有効な事
故の類型として、「乗用車が第一当事者である正面衝突事故および車両単独事故8」を分析対象とする。
                                                                                                                                                                                     
の場合は、被害が最も軽い者をいう。 
7 NHTSA (2007)では、物的な損失と遅延による損失の低減効果はコストの項目に入れて、車両コスト
や燃料コストから控除し、控除後の値を「ネットコスト」としている。本稿や Baum and Grawenhoff 
(2007)では、物的な損失と遅延による損失の低減効果を便益の項目として考えている。したがって、
ここで示した値は、NHTSA (2007) の値を調整して求めている。 
8 ただし、車両単独事故のうち、「駐車車両衝突」および「その他」の項目は除外した。 









表 1 人身事故件数と死傷者数 
 事故件数 死者数 重傷者数 軽傷者数 
乗用車が第一当事者である
車両単独事故 
14,634 (1.76%) 581 (10.11%) 3,090 (5.06%) 14,915 (1.53%) 
乗用車が第一当事者である
正面衝突事故 
13,563 (1.63%) 401 ( 6.98%) 2,535 (4.16%) 18,733 (1.92%) 


















 本稿で用いる被害者１名あたりの人身事故による損失額を表 2に示す。内閣府（2007）の値は 2004
年の値なので、GDPデフレータを用いて 2007年価格に修正した。 
                                                          
9 ITARDA：Institute for Traffic Accident Research and Data Analysis  
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表 2 被害者１名あたりの人身事故による損失額 
死亡 重傷 軽傷 
260,195,155 9,688,358 1,776,032 
                          単位：円 
 
 なお、NHTSA (2007) は死亡による損失額を 375万ドル（3億 7500万円程度）、Baum and Grawenhoff 







表 3 2006年度に発生した交通事故による物的損害の推計値（人身事故と物損事故の合計） 
 損害物数（件） 物的損失額（億円） 平均物的損失額（千円） 
車両単独事故 2,214,568 5,918 267 
正面衝突事故  183,028  650 355 
全交通事故 6,935,693 17,113 247 
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表 4 2007年に発生した物損事故による物的損害の推計値 
 損害物数（件） 物的損失額（億円） 平均物的損失額（千円） 
車両単独事故 2,142,892 5,702 266 
正面衝突事故  134,266  477 355 











表 5 2007年に発生した物損事故（乗用車が第一当事者）による物的損害の推計値 
 損害物数（件） 物的損失額（億円）
車両単独事故 727,454 1,936 
正面衝突事故  86,441  307 
 
3.4 ESCの交通事故回避効果 




 ESCの主要サプライヤーである（株）ボッシュによると、2007年に発売された新車の約 14％に ESC
が装備されていた。以下ではこの値を ESCの「装備率」と呼ぶ。2007年の乗用車のストック全体に占
める、ESCを装備した乗用車の割合（以下、ESCの「普及率」と呼ぶ）は、各年の新車の ESC装備率
の推定値と、JAMA(2008) による 2007 年における自動車ストックの車齢分布の値を用いて推計した。
その結果、2007年における ESCの普及率は 4.7％と推計された。各年の新車の ESC装備率の推定方法
については、付録 2 で述べる。ESC は中古車に後付けすることができないので、装備率の上昇と普及





 NHTSA (2007) によるアメリカにおける推計値（約 90.3ドル）や、Baum et al. (2008) によるヨーロ
ッパにおける推計値（約 130ユーロ）を参考に、ESCを装備する費用は、乗用車１台あたり 15,000円
であると仮定する。JAMA(2008) によると、2007 年における乗用車の平均利用年数は 11.66 年である
ので、割引率を４％として ESCの１年あたり費用を計算すると、約 1,635円になる。 
4. 費用便益分析 
4.1 現状の評価 















表 6 ESCによる人身事故件数と死傷者数の低減効果 
 ESC普及率 事故件数 死者数 重傷者数 軽傷者数 
ESCなし  0％ 832,906 5,760 61,101 973,958 
ベースライン 4.7％ 832,454 5,744 61,010 973,435 
差 －    452   16    91    523 
 
 表 7は、乗用車全体の 4.7％に ESCが装備されていたことによって発生したと考えられる便益と、そ
の費用の総額をまとめたものである。便益の総額は約 101億円、費用の総額は約 44億円と推計された。






表 7 ESC装備による費用と便益（現状の評価） 
人数（人） 金額（億円） 
死者 16 42 
重傷者 91 9 人身事故

























4.2 ESC普及率が 100％のケースの評価 
 次に、ESCの潜在的な効果を測るため、普及率がゼロ％の場合と 100％の場合とを仮想して、交通事
故の件数等の差を計算した。結果を表 8に示す。 
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表 8  ESC装備による費用と便益（普及率が 100％の場合） 
人数（人） 金額（億円） 
死者 344 894 
重傷者 1,937 188 人身事故












 2007 年において、ESC 普及率が仮に 100％であったならば、普及率がゼロ％の場合と比較して、死
者数を 344 人、重傷者数を 1,937 人、軽傷者数を 11,126 人それぞれ減少させられた可能性があること
が分かった。それに伴う便益は 2,142億円、費用は 946億円であり、純便益は 1,196億円と推計される。
本稿の設定では、ESC の普及率に比例して便益と費用が大きくなっていくため、費用便益比は前節と








表している。義務化されない場合の装備率は 2014年において約 30.9％になると推定される。 
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結果は表 9のとおりである。ESCを義務化することによって、2011 年から 2014 年にかけて、64 人
の死者、519人の重傷者、2,981人の軽傷者を防ぐことができる。 





 第三に、ESCの装備費用の総額は、１台１年あたりの費用約 1,635円と、Progtrans (2007)による車両
ストックの推定値および、表 9に示した ESC普及率の値を掛け合わせて求めた。便益と同様に、2007
年末時点での価格に割り引いて評価した。 
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表 9 ESC装備義務化の効果 
 2011 2012 2013 2014 合計 
ESC普及率 
（義務化なし） 10.1％ 11.8％ 13.6％ 15.6％ － 
ESC普及率 
（義務化あり） 12.6％ 18.2％ 25.3％ 32.7％ － 
ESCによって防げる死者数 
（義務化なし） 
23 24 24 23 94 
ESCによって防げる死者数 
（義務化あり） 
29 37 44 48 158 
差 6 13 20 25 64 
ESCによって防げる重傷者数 
（義務化なし） 
167 182 192 195 736 
ESCによって防げる重傷者数 
（義務化あり） 
209 281 356 409 1,255 
差 42 99 164 214 519 
ESCによって防げる軽傷者数 
（義務化なし） 
 960 1,043 1,100 1,119 4,222 
ESCによって防げる軽傷者数 
（義務化あり） 
1,201 1,614 2,043 2,345 7,203 
差 241 571 943 1,226 2,981 
 
5. おわりに 
 本稿では ESCの費用便益分析を行った。主要な結論をまとめると以下のようになる。 
 第一に、2007 年における ESC の普及率は約 4.7％であり、普及率がゼロ％であったと仮定した場合
と比較して、16人の死者、91人の重傷者、523人の軽傷者を低減していたと推計された。そのことに
よる便益は約 101億円、ESC装備にかかる総費用は約 44億円であり、費用便益比は 2.3であると推計
された。 
 第二に、2007年に ESC普及率が 100％であったと仮定して、ESCの潜在的な効果を推計した。ESC
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よる事故類型別の物的損失額を推計する10（表 10 参照）。 
（３）事故類型別の全損害物件数および物的損失額の総額（表 3 参照）から（２）を控除して、物損





表 3（再掲） 2006年度に発生した交通事故による物的損害の推計値（人身事故と物損事故の合計） 
 損害物数（件） 物的損失額（億円） 平均物的損失額（千円） 
車両単独事故 2,214,568 5,918 267 
正面衝突事故  183,028  650 355 
全交通事故 6,935,693 17,113 247 
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表 10 2007年に発生した人身事故による物的損害の推計値 
 損害物数（件） 物的損失額（億円） 平均物的損失額（千円） 
車両単独事故    71,676  216 301 
正面衝突事故    48,762  173 355 
全人身事故 1,661,196 4,220 254 
 
表 4（再掲） 2007年に発生した物損事故による物的損害の推計値 
 損害物数（件） 物的損失額（億円） 平均物的損失額（千円） 
車両単独事故 2,142,892 5,702 266 
正面衝突事故  134,266  477 355 
全物損事故 5,274,497 12,893 244 
 
2. ESC装備率の推定 
 （株）ボッシュから提供された、1995 年から 2007 年までの各年における ESC装備率の推定値を基
に、1995年から 2014年までに発売される新車の ESC装備率を推定した。ここでは、ESC装備率が西
暦年（1995 年を１とする）の２次関数で近似できると仮定して、回帰分析を行った。推定結果は、西





+−+−−−= xx xxE ε  




 図 2に示すように、1980年に 8,760人であった死者数は増加しつづけ、そのピークを迎えた 1992年
には 11,451人が亡くなっている。以降は一貫して減少傾向にあり、2007年には 5,744人まで減少した。 
 一方、図 3に示すように、IATSS (2007) によると、自動車の総走行距離は 1980年から 2000年まで
は増加傾向にあったが、2000 年代に入ってからはほぼ横ばいの状況がつづいており、PROGTRANS 
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+−−= kk kz ε  
となった。カッコ内の数値は t値であり、 kε は誤差項である。決定係数は 0.977であり、t値も非常に
大きいことから、信頼できる推定式であると考えられる。 
 上の推定式を基に、2008 年から 2014 年までの走行台キロ当たり死者数の推定値に、PROGTRANS 
(2007) の走行台キロの推定値を掛けることによって、死者数の推定値を求めた。結果は図 2のとおり
である。2010 年における死者数は 4,319 人と予測された。したがって、現状のペースで死者数が減少
していけば、冒頭に触れた第８次交通安全基本計画の目標は達成可能であると予想される。 

























































+−+−−= kk kkI ε  
となった。カッコ内の数値は t値であり、 kε は誤差項である。決定係数は 0.986であり、t値も大きい
ことから、信頼できる推定式であると考えられる。この推定式を基に、死者数の推定値を掛けること
によって、負傷数の推定値を求めた。結果は図 4のとおりである。 
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